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学位論文内容の要旨 

 

博士の専攻分野の名称：博士（保健科学）    氏名：石 川  智 基 

 

学位論文題名 

地域医療における人的資源および画像診断機器の配置と需給評価に関する研究 

 

高齢化が進む国際社会において、国民が医療にかかる機会を継続的に担保するために、医

療資源の確保と、その配分の適正化は各国共通の課題である。特に、人口減少と過疎化を伴

う少子高齢化が進行している日本の医療需要の変化は、地域によって多様な形で発生する

ことが予測されている。医療需給バランスの均衡を維持する観点から、政府のマクロな医療

政策に加えて、都道府県が作成する医療計画の中で、政策立案を通じて将来的な需要変化へ

の対策を講じることが求められている。このような政策立案を支援するため、基幹統計や行

政データの分析環境が整備され、根拠に基づいた政策エビデンスの創出が期待されている

が、そのための分析手法について提案する研究は少なく、医療需給の現状把握、および将来

予測を行うことは困難である。医療計画は、資源配分の最適化を通して、地域住民に受診機

会を担保することを目的のひとつとしているが、前述の通り分析手法が確立されておらず、

「医師の充足に関する分析」や「疾患別の医療需要推計」、「資源配置とアクセスの関係に

ついての分析」、「余剰可能性の画像診断機器の配置と利用に関する分析」等の、課題とし

て挙げられていながら、議論が困難な事柄が存在する。先行研究においては、地域別の医療

需給評価という視点から報告された事例は少なく、分析手法と、分析によって得られる知見

が乏しい。本論文は、前述の政策課題について、経営管理学や医療情報学の知見を応用した

分析を通じた分析手法の提案を目的とする。 

 第１章では医療需要に影響を与える人口構造の変化と需給評価における課題をまとめ

た。医療需給や医療提供体制上の背景について、医療政策・経済的な観点から俯瞰し課題を

指摘する。同時に、医療政策における中長期計画の重要性および分析手法の必要性について

述べる。 

第２章では供給サイドの推計をテーマとして「医師の不足と偏在の将来予測に関する研

究」についてまとめた。本章では、経営学やオペレーションズリサーチ分野で活用される

System Dynamics の概念を日本の医師不足問題に応用し、医師養成キャリアパスに基づく医

師数予測モデルを構築した。この予測モデルを用いて、医師養成施策を考慮した全国医師数

と診療科別医師数の予測を行った。さらに、地理情報システムの活用により、北海道をケー

スとした偏在評価の分析を行った結果、日本全体および北海道全体では医師絶対数は充足

するが、診療科偏在と地域偏在の双方とも課題として解消されない可能性が示され、医師の

診療地域に対する制度介入の余地があることが指摘された。 

第３章では需要サイドの推計をテーマとして「人口構造の変化が地域の疾患別需要に与



える影響に関する研究」についてまとめた。患者調査を用いて、疾患別の需要推計モデルを

構築した。先行研究では、疾患別の受療率をパラメータとした将来需要の推計が推奨されて

いたが、診断では人口あたりの供給量が指標として活用されてきた。本章では、脳卒中・急

性心筋梗塞、および全患者数を対象とし、将来受療数および受療数対医師数を算出した後に

市場の集中度を表すハーフィンダールハーシュマン指数およびジニ係数を算出し、資源の

偏在を評価した。結果として、脳卒中・急性心筋梗塞の治療に従事する医師数の偏在は改善

されていくが、全患者数との比較から改善の余地があることが示された。また、従来使用さ

れてきた人口当たり医師数等に代替する指標として患者の受療数に基づく資源配置の提案

が可能であった。 

第４章では医療需給評価をテーマとして、「急性期疾患における資源配置と治療へのアク

セスの関連についての研究」についてまとめた。需給バランスを、治療や機器へのアクセシ

ビリティという観点から評価を行うために、地理情報システムを使用した分析を行った。対

象地域は前章と同様で、対象疾患を脳卒中と急性心筋梗塞とした。また、評価対象となる医

療資源を「治療可能施設」「CT 装置」「アンギオグラフィ装置」「専門医師」とし、10 分

以内で搬送可能な人口カバー率をアクセシビリティの評価指標として算出した結果、「治療

可能施設」へのアクセスは「専門医師」へのアクセスと読み換えられ、専門医師へのアクセ

スを担保することが治療可能施設へのアクセスを高める可能性があることが分かった。 

第５章では、医療需給評価をテーマとして「画像診断機器の配置と利用の関連についての

研究」についてまとめた。医療の需給バランスについて、機器の配置と利用に関する実態把

握という観点から、厚生労働省が管理している我が国の全レセプトデータを格納している

レセプト情報・特定健診等情報データベースを活用し、画像診断機器の配置と利用状況の分

析を行った。前章で高水準にアクセス可能なことが示された CT に加えて、MRI および PET

の各二次医療圏別の保有台数、総検査数および１台あたりの検査数を算出し、地域別の比較

を行った。その結果、配置と利用には非線形関係があることが示唆され、外部変数によって

規定されるトレードオフの関係があることが明らかとなった。 

 第２章、第３章では医療の供給と需要を各々評価するためのモデル構築と推計によっ

て、需給推計には地域と疾患を同時に考慮した分析が重要であることを示唆した。第４章、

第 5 章では需給バランスを総合的に評価する視点から分析を行い、資源配置の多寡のみで

はなくアクセスや利用実態に基づいた分析によって、急性期の専門医の確保に課題がある

ことや、診断機器の高水準配置が必ずしも高水準の利用に繋がっていないことを示唆した。

さらに、本稿では、制度形成において、モデルの構築、分析、評価を行うまでのプロセスと

して、一体的な方法論として提案を行っている。使用しているデータは基幹統計や公的なデ

ータベースを活用しており、我が国の医療政策を担当する各省庁や、自治体の担当者の分析

手法として提案する。 

 

 


